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１．18年９月中間期の連結業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

(1) 連結経営成績 (注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

百万円 ％

（注）①持分法投資損益　　　　　18年９月中間期    －百万円　　 17年９月中間期    －百万円　　 18年３月期    －百万円

　　　②期中平均株式数（連結）　18年９月中間期 6,287,252株　　 17年９月中間期 6,243,275株　　 18年３月期 6,259,126株

　　　③会計処理の方法の変更　　　　無

　　　④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2) 連結財政状態 (注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 百万円 ％

（注）期末発行済株式数（連結）　18年９月中間期 6,287,350株　　 17年９月中間期 6,258,350株　　 18年３月期 6,286,350株

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 (注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 百万円 百万円 百万円

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項

    連結子会社数      １社            持分法適用非連結子会社数       －社            持分法適用関連会社数       －社

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況

    連結（新規）      －社          （除外）      －社         持分法（新規）        －社         （除外）      －社

２．19年３月期の連結業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

百万円 百万円 百万円

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　173円36銭

　　※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日

　　　現在における仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性がありま

　　　す。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につきましては、添付資料の３ページを参照

　　　してください。　　　

4.0

12.8

880 △ 22.6

1,138

上 場 会 社 名

コ ー ド 番 号

18年９月中間期

17年９月中間期

17年９月中間期 18,584

18年３月期 18,481

キャッシュ・フロー
投 資 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー

69.9

12,233 65.8

759

期 末 残 高

△ 317

768

779

2,049 59

71.0

1,954 75

純 資 産 自 己 資 本 比 率 １株当たり純資産

円 銭

2,118 26

1,090

90

18年３月期 1,433 △ 446 △ 964

売 上 高

現金及び現金同等物

18年９月中間期

経 常 利 益

総 資 産

18年９月中間期 548

17年９月中間期 289

18,745 13,318

12,914

営 業 活 動 に よ る

219 31

当 期 純 利 益

17,200 1,800

03

財 務 活 動 に よ る

△ 406

71

△ 132

20

円 銭

92

117 61

18年３月期 1,407

92

118

220

584 △ 20.8

17年９月中間期 737

18年３月期

18年９月中間期

たり中間(当期)純利益

16,815

円 銭

90

2,192

経 常 利 益

潜在株式調整後１株当

946

1,189

2,273

△ 20.4

△ 1.2

2.0

0.0

通 期

売 上 高 営 業 利 益

１株当たり中間
中間（当期）純利益

（当期）純利益

8,709

8,376



（添付資料）

１．企業集団の状況

　　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社トーアミ）及び子会社（住倉鋼材株式会社）１社により構成されて

　おり、建材製品の専門メーカーとして、土木建築用溶接金網、コンクリート製品用溶接金網、特殊溶接金網及びその他建築材等の製

　造、販売を営んでおり、他社商品の仕入、販売も行っております。

　　特殊溶接金網のうち、ガラス用金網については、当社の関連当事者（当社と継続的で緊密な事業上の関係がある主要株主セントラ

　ル硝子株式会社）に専属納入しております。

　　当社グループの事業区分は単一セグメントであるため、事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けを品目区分別に示

　すと、次のとおりであります。

土木建築用溶接金網 ……………………………………各種ワイヤーメッシュ、各種バーメッシュ、ハッピーベース、フープ等

当社及び住倉鋼材株式会社が製造、販売しております。

コンクリート製品用溶接金網………………道路側溝、Ｕ字溝、側溝蓋、ベンチフリューム等

当社が製造、販売しております。

特殊溶接金網 ……………………………………………………ガラス用金網、メッシュフェンス、Ｃ―パネル等

当社が製造、販売しております。

その他………………………………………………………………………鉄筋、じゃかご、ふとんかご等

当社が販売しております。

　　以上の状況を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。
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２．経営方針

  (1) 会社の経営の基本方針

      当社グループは、創業以来、「お客様第一主義」、「堅実経営」を経営の基本方針とし、徹底した品質管理のもと、「より良き

    製品を、より安く、より速く」をモットーに、顧客のニーズに対応した製品、サービスの拡充に努めてまいりました。さらに、昨

    今の経営環境の変化に対応するため、シェア拡大と適正利潤の追求に取り組み、従来にも増して経営基盤を強化し、事業活動を通

    じて社会に貢献することを目指しております。

  (2) 会社の利益配分に関する基本方針

      当社は、収益の向上を図り、経営基盤の強化に努めるとともに、株主に対する利益還元を充実していくことが経営上の重要課題

    であると認識しております。

      配当につきましては、業績に対応した配当を行うことを基本としつつ、安定的な配当の維持と経営体質の強化、将来の事業展開

    に備えるための内部留保の充実等を勘案し、中長期的観点から総合的に判断して決定する方針を採っております。

　　　なお、当期中間配当につきましては、本日開催の取締役会において、１株につき15円の普通配当を実施することを決議いたしま

　　した。

  (3) 投資単位の引下げに関する考え方及び方針等

      当社は、株式の流通の活性化を促進し、投資家層の拡大を図るため、平成17年９月１日付をもって１単元の株式の数を1,000株

　　から100株に変更いたしております。

  (4) 中長期的な会社の経営戦略と会社の対処すべき課題

　　　当社グループは、顧客のニーズに対応する製品、サービスを提供し続けることはもとより、更なる企業競争力、企業体質の強化

　　のために、以下の施策を今後とも推進し、将来にわたる事業の存続･発展に努めてまいります。

    ①  潜在需要の喚起と商品力の強化

        需要家ニーズを的確に把握し、ゼネコンなどとの共同開発を含む溶接金網の用途開発・製品開発を進めることにより、商品力

      の強化を図り、潜在需要の喚起に注力。

    ②  高付加価値化の推進

        長年培ってきた技術力を背景とした高品質化及び合理化、省力化による継続的なローコスト化を図るとともに、伸線工程も含

      めた一貫生産体制による高付加価値化の推進。

    ③  顧客密着型の事業体制整備と営業力の強化

        品質・品揃え・納期短縮・コスト低減を実現するため、消費地に近接した効率的な事業拠点の設置と営業力の強化。

    ④  販売エリアとシェアの拡大

        将来の全国展開を指向した販売エリアの拡大とシェアの拡大。

    ⑤  社員の活性化

        積極的に優秀な人材を確保し、次代を担う人材の育成と社員の活性化。

  (5) 親会社等に関する事項

　　　当社は、親会社等を有しておりません。
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３．経営成績及び財政状態

  (1) 経営成績

　　　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、好調な企業収益を背景とした設備投資の拡大、雇用・所得環境の改善に伴う個人消

　　費の増加等により、国内民間需要を中心とした回復基調が続きました。しかし一方で、原油価格高騰の長期化や米国景気の減速懸

　　念等、先行きに不透明感が漂う状況も続きました。　　　

　　　当社グループの主な事業分野である建設・土木業界におきましては、公共工事の低迷が続き、耐震強度偽装による着工遅れもあ

    りましたが、業界全体としては企業の意欲的な設備投資や雇用の安定化を背景とした個人消費の増加等により、建設需要自体は順

　　調に推移いたしました。

　　　このような環境のもと、当社グループは顧客ニーズを的確に捉え、信頼に足る製品のタイムリーな供給と品質の向上に取り組む

　　ことにより、経営基盤の強化と安定した利益の確保に努力してまいりました。

　　　品目別では、土木建築用溶接金網の「フープ」が生産設備拡大による増産体制の確立とともに、順調に販売数量を伸ばしました

    が、主力製品の「ワイヤーメッシュ」の市況が若干悪化したことにより、当社グループの当中間連結会計期間の売上高は87億９百

　　万円（前年同期比4.0％増）となりました。

      一方、損益面におきましては、国内線材の高騰が依然として続き、市況を見極めながら線材の安定確保、調達コストの低減に傾

    注したほか、引き続き生産性の向上に努めましたが、売上原価率が前年同期比 2.8ポイント上昇する結果となり、営業利益は８億

　　80百万円（同22.6％減）、経常利益は９億46百万円（同20.4％減）、中間純利益は５億84百万円（同20.8％減）となりました。    

      品目区分別売上高では、「土木建築用溶接金網」が67億56百万円（同6.0％増）、「コンクリート製品用溶接金網」が２億13

    百万円（同10.5％減）、「特殊溶接金網」が14億42百万円（同1.2％減）、「その他」が２億97百万円（同2.5％減）となりました。

      （注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

  (2) 財政状態

　　　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という｡）は、売上債権の増加、有形固定資産の取得や短期借入

　　金の返済等による支出要因があり、税金等調整前中間純利益が９億45百万円（前年同期比20.9％減）と前年実績を下回りましたが

　　仕入債務の増加等による収入要因があったことから、前中間連結会計期間末に比べ10百万円減少（同1.4％減）し、当中間連結会計

　　期間末には７億68百万円となりました。

      また、当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。

    （営業活動によるキャッシュ・フロー）

      当中間連結会計期間において営業活動の結果得られた資金は５億48百万円（同89.5％増）となりました。

      これは主に税金等調整前中間純利益が９億45百万円計上され、仕入債務が３億16百万円増加したことと、売上債権が３億13百万

    円増加し、法人税等の支払額４億20百万円を反映したものであります。

    （投資活動によるキャッシュ・フロー）

      当中間連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は１億32百万円（同58.2％減）となりました。

      これは主に有形固定資産の売却収入２百万円がありましたが、有形・無形固定資産の取得による支出１億34百万円を反映したも

　　のであります。

    （財務活動によるキャッシュ・フロー）

      当中間連結会計期間において財務活動の結果使用した資金は４億６百万円（前年同期は71百万円の獲得）となりました。

      これは主に短期借入金の減少額３億円と配当金の支払額１億６百万円を反映したものであります。

  (3) 通期の見通し

　　　今後の見通しにつきましては、好調な企業収益を背景とした設備投資の拡大、雇用・所得環境の改善に伴う個人消費の増加等に

　　より、景気は引き続き堅調に推移するものと期待されます。しかし一方で、米国経済の減速懸念、原油価格の動向や長期金利の上

　　昇懸念等、景気の先行きには依然として不透明感が残るものと予想されます。　　　

      当社グループといたしましては、より一層の顧客第一主義を指向し、信頼される製品を安定して供給できる生産・販売体制の充

    実と強化に努め、常にコスト削減を図りつつ業績の向上と利益の安定確保に引き続き努力してまいります。

      通期の業績見通しにつきましては、主力製品の「ワイヤーメッシュ」の市況低迷は長引くことが予想され、価格競争が激化する

　　不安材料もありますが、今後も「フープ」の堅調な販売基調は維持できるものと考えられることから、売上高につきましては、当

　　初予想（平成18年５月12日公表）を変更いたしませんが、損益面につきましては、更なる材料価格の上昇が予想され、売上原価率

　　の推移等を総合的に勘案いたしますと、経常利益、当期純利益は当初予想を下回る見込みであります。

　　　以上により、売上高172億円、経常利益18億円、当期純利益10億90百万円を見込んでおります。    
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４．中間連結財務諸表等

  (1) 中間連結貸借対照表

注記
番号

（資産の部）

１.

２. 受取手形及び売掛

３.

４.

５.

貸倒引当金

流動資産合計 53.1 54.3 53.1

１. ※１

(1) ※２

(2)

搬具

(3) ※２

(4) 建設仮勘定

(5) その他

２. 無形固定資産

３. 投資その他の資産

(1) 投資有価証券

(2) 繰延税金資産

(3) 前払年金費用

(4) その他

貸倒引当金

固定資産合計

資産合計

6,428,308 6,911,541

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

（平成17年９月30日） （平成18年９月30日）
（平成18年３月31日）

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末

区分  金額（千円）
構成比

 金額（千円）  金額（千円）
構成比

（％） （％） （％）
構成比

Ⅰ 流動資産

現金及び預金 779,626 768,690 759,193

6,598,515

たな卸資産 2,532,180 2,366,812 2,329,699

金
※３

繰延税金資産 99,020 95,671 109,866

その他 46,345 47,069 34,078

9,870,326 9,822,265

△ 15,155 △ 11,165 △ 9,089

10,178,619

Ⅱ 固定資産

有形固定資産

建物及び構築物

機械装置及び運
1,412,717 1,347,8701,320,347

1,383,590

4,892,954

10,916 720

1,477,493 1,419,804

4,892,954

2,455

41,751 7,641,101

土地 4,892,954

40,011 7,701,362

30,162 25,503 28,230

46,389 7,840,471

679,600 736,797 806,284

57,467 10,990 1,411

18,481,717 100.0

929,859

8,714,091 46.9 8,567,227 45.7 8,659,452

843,456 900,622

18,584,417 100.0 18,745,847 100.0

6,821 48,489 23,865

46.9

122,673 138,241 127,062

△ 23,105 △ 33,896 △ 28,763

―４―



注記
番号

（負債の部）

流動負債

１. 支払手形及び買掛
金

２. 短期借入金 ※２

３. 一年以内に返済予
定の長期借入金

４. 未払法人税等

５. 賞与引当金

６ 役員賞与引当金 － －

７. その他 ※３

流動負債合計 29.3 24.7

固定負債

１. 繰延税金負債

２. 退職給付引当金

３. 役員退職慰労引当
金

４. 連結調整勘定

５ 負ののれん 65,347 －

６. その他

固定負債合計 4.9 4.3 4.8

負債合計 34.2

（資本の部）

資本金 6.9 －

資本剰余金 6.5 － 6.5

利益剰余金 51.6 － 55.1

その他有価証券評価
差額金

自己株式 －

資本合計 65.8 －

負債資本合計

※２

15,000

－

－

2,450

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末

549,426 609,458

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

（平成17年９月30日） （平成18年９月30日）
（平成18年３月31日）

 金額（千円）
構成比

（％） （％） （％）
構成比

 金額（千円）

Ⅰ

1,930,081

構成比
区分  金額（千円）

2,409,645※３ 2,093,430

2,200,000 1,100,000 1,400,000

432,488

173,010 － －

178,895

441,833

149,043 144,239

351,868

580,924

5,443,394 4,630,211 4,685,738 25.3

Ⅱ

272,682

36,235

272,682

37,583 36,653

260,912

471,760

130,694 98,020

463,310 432,050

2,858

907,537 797,414 881,557

3,267

6,350,932 5,427,625 29.0

Ⅰ 1,290,800 － 1,290,800

Ⅲ 9,592,013 －

Ⅱ 1,207,113 －

Ⅳ
223,971 1.2 －

△ 80,413Ⅴ △0.4 △0.3－ △ 65,539

5,567,295

10,183,023

18,584,417 100.0 － －

12,233,485

－ 298,834

30.1

69.9

100.0

－ 12,914,421

18,481,717

1.6

1,207,303

7.0

―５―



注記
番号

（純資産の部）

株主資本

１. 資本金

２. 資本剰余金

３. 利益剰余金

４. 自己株式

株主資本合計 － 69.6 －

評価・換算差額等

１. その他有価証券評
価差額金

２. 繰延ヘッジ損益

評価・換算差額等合
計

純資産合計 － －

負債純資産合計 － －

－10,627,106

1,207,310 －

258,012 1.4

－

71.0

－ －

－

257,242 －

770 －

－ 18,745,847 100.0

－ 13,318,221

Ⅱ

－

－

－ －

－

－

－

13,060,208

－ △ 65,008

－

－

Ⅰ

構成比
 金額（千円）区分  金額（千円）

－ 1,290,800 －

構成比
（％） （％） （％）
構成比

 金額（千円）

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末
前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

（平成17年９月30日） （平成18年９月30日）
（平成18年３月31日）

―６―



  (2) 中間連結損益計算書

注記
番号

売上高

売上原価 72.5 75.3

売上総利益 27.5 24.7

販売費及び一般管理
費

１. 運送料

２. 役員報酬

３. 給料及び手当

４. 賞与

５. 賞与引当金繰入額

６. 役員賞与引当金繰
入額

７. 役員退職慰労金

８. 役員退職慰労引当
金繰入額

９. 法定福利費・厚生
費

10 . 退職給付費用

11 . 租税公課

12 . 事業税 ※３

13 . 減価償却費

14 . 車両費・旅費交通
費

15 . その他 13.9 14.6 14.0

営業利益 13.6 10.1 13.0

営業外収益

１. 受取利息

２. 受取配当金

３. 連結調整勘定償却
額

４. 負ののれん償却額

５. 為替差益

６. クレーム補償金

７. その他 0.7 0.9 0.6

営業外費用

１. 支払利息

２. 売上割引

３. たな卸資産廃棄損

４. その他 0.1 0.1 0.1

経常利益 14.2 10.9 13.5

15,000 －

4,081 5,888

58,568

9,480 7,650 17,930

43,484 47,066 87,034

前連結会計年度の
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

要約連結損益計算書
  （自  平成17年４月１日  （自  平成18年４月１日

  （自  平成17年４月１日
    至  平成17年９月30日）    至  平成18年９月30日）

    至  平成18年３月31日）

区分  金額（千円）
百分比

 金額（千円）
百分比

（％） （％） （％）
百分比

 金額（千円）

100.0 16,815,965 100.0

Ⅱ 6,075,904 6,561,170 12,278,677 73.0

Ⅰ 8,376,370 100.0 8,709,718

2,300,465 2,148,547 27.0

Ⅲ

540,733 616,287 1,105,750

84,888 84,768 171,346

4,537,288

205,039 217,853 416,809

16,195 16,414 65,031

42,806 42,809 51,627

－ 640 －

－

20,714 20,755 41,930

13,052 11,612 23,981

11,101 10,165 21,731

28,726 26,251

224,805

28,824 31,070 58,690

119,548 1,267,893 2,345,237

1,138,061 880,653 2,192,050

117,357 1,162,404

Ⅳ

32,673 － 65,347

21 119 66

3,221

－ 32,673 －

15,582 19,616 10,510

99,107

Ⅴ

9,072 60,570 10,793 74,855

125 1,841 125

2,054

7,586 5,259

1,115 889

17,989

1,189,242 946,866 2,273,167

562 9,389 651 1,7388,642

14,071

17,294

－ 7,570 －

―７―



注記
番号

特別利益

１. 固定資産売却益 ※１

２. 貸倒引当金戻入益 0.1 － 0.1

特別損失

１. 固定資産除却損 ※２ 0.0 0.0 0.0

税金等調整前中間
(当期)純利益

法人税、住民税及
び事業税

法人税等調整額 ※３ 5.5 4.2 5.2

中間（当期）純利
益

前連結会計年度の
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

要約連結損益計算書
  （自  平成17年４月１日  （自  平成18年４月１日

  （自  平成17年４月１日
    至  平成17年９月30日）    至  平成18年９月30日）

    至  平成18年３月31日）

区分  金額（千円）
百分比

 金額（千円）
百分比

 金額（千円）
百分比

（％） （％） （％）

Ⅵ

4,433 － 5,335

4,753 9,186 － － 4,821 10,157

14.3

Ⅶ

20,852 361,516

2,777 2,777 1,255 1,255

945,6111,195,651

※３ 430,962

26,732 457,695

737,955 8.8

13.6

8.4584,094 6.7 1,407,194

20,583 873,020

10.9

3,109 3,109

340,664 852,437

2,280,215

―８―



　　(3) 中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書

　　　　中間連結剰余金計算書

（資本剰余金の部）

 Ⅰ 資本剰余金期首残高

 Ⅱ 資本剰余金増加高

　１．自己株式処分差益

 Ⅲ 資本剰余金中間期末（期末）残高

（利益剰余金の部）

 Ⅰ 利益剰余金期首残高

 Ⅱ 利益剰余金増加高

　１．中間（当期)純利益

 Ⅲ 利益剰余金減少高

　１．配当金

　２．取締役賞与

 Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末）残高

　　　　中間連結株主資本等変動計算書

　　　　当中間連結会計期間　（自平成18年4月1日　至平成18年9月30日）

 平成18年3月31日　残高

 　　　　　　　　（千円）

 中間連結会計期間中の変動

 額

　 自己株式の処分

 　剰余金の配当（注）

 　役員賞与（注）

 　中間純利益

 　株主資本以外の項目の中

 　間連結会計期間中の変動

 　額（純額）

 中間連結会計期間中の変動

 額合計　　　　　（千円）

 平成18年9月30日　残高

 　　　　　　　　（千円）

　　（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

403,800

1,290,800 1,207,310 10,627,106 △65,008 13,318,22113,060,208 257,242 770 258,012

444,621 △41,591 770 △40,821－ 6 444,083 531

584,094

△41,591 770 △40,821 △40,821

584,094584,094

△110,011

△30,000 △30,000 △30,000

△110,011△110,011

6 531 538 538

298,834 12,914,421

価差額金 合計

1,290,800 1,207,303 10,183,023 △65,539 12,615,587 298,834 －

剰余金 剰余金 株式 合計
合計

繰延ヘッジ

損益

純資産その他有 評価・換

資本金
資本 利益 自己 株主資本

価証券評 算差額等

264,118

9,592,013 10,183,023

株主資本 評価・換算差額等

155,888 234,118

30,000 185,888 30,000

737,955 737,955 1,407,194 1,407,194

1,207,113 1,207,303

9,039,946 9,039,946

1,206,957 1,206,957

155 345 345155

区分
注記

金額（千円） 金額（千円）
番号

前中間連結会計期間 前連結会計年度の
連結剰余金計算書

（自　平成17年4月１日　 （自　平成17年4月１日　
 至　平成17年9月30日) 　至　平成18年3月31日）

―９―



   (4)  中間連結キャッシュ・フロー計算書

注記
番号

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間（当期）純利益

減価償却費

連結調整勘定償却額

負ののれん償却額

貸倒引当金の増加・減少（△）額

賞与引当金の減少額

役員賞与引当金の増加額

退職給付引当金の増加・減少
（△）額

前払年金費用の増加額

役員退職慰労引当金の増加・減少
（△）額

受取利息及び受取配当金

その他収入

支払利息

固定資産売却益

固定資産除却損

売上債権の増加額

たな卸資産の増加額

その他流動資産の増加額

その他投資等の増加額

仕入債務の増加額

その他流動負債の増加・減少
（△）額

役員賞与の支払額

　小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

法人税等の支払額

営業活動によるキャッシュ・フロー

△ 730,488 △ 420,819 △ 1,160,837

289,233 548,173 1,433,828

3,242 4,156 5,954

△ 7,283 △ 5,278 △ 13,287

△ 30,000 △ 30,000 △ 30,000

1,023,762 970,113 2,601,998

179,078 316,214 342,426

△ 89,502 32,798 △3,141

△ 17,111

△ 1,128

△ 13,748

△ 11,425

△ 74,703 △ 313,025 △ 244,910

△ 268,177 △ 37,112 △ 65,697

△ 4,433 － △ 5,335

2,777 1,255 3,109

△ 59 △ 79 △ 196

7,586 5,259 14,071

9,480 △ 39,710 17,930

△ 3,242 △ 4,200 △ 5,954

△ 6,821 △ 24,623 △ 23,865

△ 10,319 418 △ 11,668

△ 30,300 △ 34,655 △ 448

－ 15,000 －

－ △ 32,673 －

△ 4,223 7,208 △ 4,631

201,887 187,602 414,366

△ 32,673 － △ 65,347

Ⅰ

1,195,651 945,611 2,280,215

   至  平成18年９月30日）    至  平成18年３月31日）

区分  金額（千円）  金額（千円）  金額（千円）

△ 3,188

△ 5,734

前連結会計年度の要約連結
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

キャッシュ・フロー計算書
 （自  平成17年４月１日 （自  平成18年４月１日

 （自  平成17年４月１日
   至  平成17年９月30日）

―１０―



注記
番号

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

有形固定資産の除却による支出

無形固定資産の取得による支出

投資有価証券の取得による支出

投資有価証券の売却による収入

投資有価証券の払込資金からの払
戻しによる収入

貸付金の回収による収入

その他の収入

その他の支出

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入

短期借入金の返済による支出

長期借入金の返済による支出

配当金の支払額

自己株式の取得による支出

自己株式の処分による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物の増加額

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高

759,193
Ⅵ

※ 779,626 768,690

Ⅴ 736,011 759,193 736,011

Ⅳ 43,615 9,496 23,182

27,438

△ 366△ 366

71,620 △ 964,274△ 406,024

－

12,374 538

△ 233,338△ 106,562

Ⅲ

△ 155,389

△ 1,800,000△ 500,000

△ 184,998

－△ 14,146 △ 14,146

△ 358,008－

220 － 220

－ － 90

△ 997

290 580 1,040

Ⅱ

区分  金額（千円）  金額（千円）  金額（千円）

前連結会計年度の要約連結
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

キャッシュ・フロー計算書
 （自  平成17年４月１日 （自  平成18年４月１日

 （自  平成17年４月１日
   至  平成17年９月30日）    至  平成18年９月30日）    至  平成18年３月31日）

△ 305,607

△ 446,370△ 132,651△ 317,239

△ 105

△ 819

－ － 3

△ 2,209

6,545 2,136 6,759

△ 400,000

△ 3,046

△ 496

800,000 200,000 1,400,000

△ 1,218

△ 427,236△ 133,224

△ 1,719

△ 9,170

―１１―



　　中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する　連結子会社は、住倉鋼材株式会
　事項 社の１社であります。

２．持分法の適用に関す　該当事項はありません。
　る事項

３．連結子会社の中間決　連結子会社の中間会計期間の末 　連結子会社の事業年度の末日
　算日（決算日）等に関日は、中間連結決算日と一致して は、連結決算日と一致しておりま
　する事項 おります。 す。

４．会計処理基準に関す
　る事項
 (1) 重要な資産の評価 イ　有価証券 イ　有価証券 イ　有価証券
　 基準及び評価方法 　　その他有価証券 　　その他有価証券 　　その他有価証券

　　　時価のあるもの 　　　時価のあるもの 　　　時価のあるもの
　　　中間連結決算日の市場価格　　　中間連結決算日の市場価格　　　連結決算日の市場価格等に
　　等に基づく時価法（評価差額　　等に基づく時価法（評価差額　　基づく時価法（評価差額は全
　　は全部資本直入法により処理　　は全部純資算直入法により処　　部資本直入法により処理し、
　　し、売却原価は移動平均法に　　理し、売却原価は移動平均法　　売却原価は移動平均法により
　　より算定） 　　により算定） 　　算定）
　　　時価のないもの 　　　時価のないもの 　　　時価のないもの
　　　移動平均法による原価法
ロ　デリバティブ ロ　デリバティブ ロ　デリバティブ
　　　時価法
ハ　たな卸資産 ハ　たな卸資産 ハ　たな卸資産
　　商品、製品、原材料、仕掛品　　商品、製品、原材料、仕掛品　　商品、製品、原材料、仕掛品
　　　総平均法による原価法
　　貯蔵品 　　貯蔵品 　　貯蔵品
　　　最終仕入原価法

 (2) 重要な減価償却資 イ　有形固定資産 イ　有形固定資産 イ　有形固定資産
　 産の減価償却の方法 　　定率法を採用しております。

　　ただし、平成10年４月１日以
　降に取得した建物（附属設備を
　除く）については、定額法を採
　用しております。
　　なお、主な耐用年数は、次の
　とおりであります。
　　　建物及び構築物
　　　　　　　　　　３～47年
　　　機械装置及び運搬具
　　　　　　　　　　２～17年
ロ　無形固定資産 ロ　無形固定資産 ロ　無形固定資産
　　定額法を採用しております。
　　なお、自社利用のソフトウェ
　アについては、社内における利
　用可能期間（５年）に基づいて
　おります。

 (3) 重要な引当金の計 イ　貸倒引当金 イ　貸倒引当金 イ　貸倒引当金
　 上基準 　　債権の貸倒損失の発生に備え

　るため、一般債権については貸
　倒実績率により、貸倒懸念債権
　等特定の債権については個別に
　回収可能性を検討し、回収不能
　見込額を計上しております。
ロ　賞与引当金 ロ　賞与引当金 ロ　賞与引当金
　　従業員に対して支給する賞与
　の支出に充てるため、支給見込
　額に基づき計上しております。

同左 同左

同左 同左

同左 同左

同左 同左

同左 同左

同左 同左

同左

同左 同左

同左 同左

同左 同左

同左 同左

項目
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

（自　平成17年４月１日　 （自　平成18年４月１日　 （自　平成17年４月１日　
　至　平成17年９月30日） 　至　平成18年９月30日） 　至　平成18年３月31日）

―１２―



ハ　 ハ　役員賞与引当金 ハ　
　　当社は、役員賞与の支出に備
　えて、当連結会計年度における
　支給見込額の当中間連結会計期
　間負担額を計上しております。
　 (会計方針の変更)
  　当中間連結会計期間から「役
　員賞与に関する会計基準」（企
　業会計基準第４号　平成17年11
　月29日)を適用しております。
　　これにより営業利益、経常利
　益及び税金等調整前中間純利益
　は、それぞれ15,000千円減少し
　ております。

ニ　退職給付引当金 ニ　退職給付引当金 ニ　退職給付引当金
　　従業員の退職給付に備えるた 　　従業員の退職給付に備えるた
　め、当連結会計年度末における 　め、当連結会計年度末における
　退職給付債務及び年金資産の見 　退職給付債務及び年金資産の見
　込額に基づき、当中間連結会計 　込額に基づき計上しておりま
　期間末において発生していると 　す。
　認められる額を計上しておりま 　　なお、当社においては当連結
　す。 　会計年度末に、年金資産の額が
　　なお、当社においては当中間 　退職給付債務に未認識数理計算
　連結会計期間末に、年金資産の 　上の差異を加減した額を超えて
　額が退職給付債務に未認識数理 　いるため、当該超過額を投資そ
　計算上の差異を加減した額を超 　の他の資産に「前払年金費用」
　えているため、当該超過額を投 　として計上しております。
　資その他の資産に「前払年金費 　　数理計算上の差異は、当社に
　用」として計上しております。 　おいては各連結会計年度の発生
　　数理計算上の差異は、当社に 　時における従業員の平均残存勤
　おいては各連結会計年度の発生 　務期間以内の一定の年数（10
　時における従業員の平均残存勤 　年）による定率法によりそれぞ
　務期間以内の一定の年数（10 　れ発生の翌連結会計年度から損
　年）による定率法によりそれぞ 　益処理することとしております
　れ発生の翌連結会計年度から損 　が、連結子会社は簡便法を採用
　益処理することとしております 　しているため、数理計算上の差
　が、連結子会社は簡便法を採用 　異は発生しておりません。
　しているため、数理計算上の差
　異は発生しておりません。
ホ　役員退職慰労引当金 ホ　役員退職慰労引当金 ホ　役員退職慰労引当金
　　当社は、役員の退職慰労金の 　　当社は、役員の退職慰労金の
　支出に備えるため、役員退職慰 　支出に備えるため、役員退職慰
　労金規程に基づく中間期末要支 　労金規程に基づく期末要支給額
　給額を計上しております。 　を計上しております。

 (4) 重要なリース取引 　リース物件の所有権が借主に移 　リース物件の所有権が借主に移
　 の処理方法 転すると認められるもの以外の 転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい ファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方 ては、通常の賃貸借取引に係る方
法に準じた会計処理によっており 法に準じた会計処理によっており
ます。 ます。

 (5) 重要なヘッジ会計 イ　ヘッジ会計の方法 イ　ヘッジ会計の方法 イ　ヘッジ会計の方法
　 の方法 　　繰延ヘッジ処理を採用してお

　ります。ただし、為替変動リス
　クのヘッジについて振当処理の
　要件を充たしている場合には、
　振当処理を採用しております。
ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象 ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象 ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象
　　当中間連結会計期間にヘッジ 　　当連結会計年度にヘッジ会計
　会計を適用したヘッジ対象と 　を適用したヘッジ対象とヘッジ
　ヘッジ手段は、次のとおりであ 　手段は、次のとおりでありま
　ります。 　す。
　　ヘッジ手段･･･デリバティブ 　ヘッジ手段･･･デリバティブ

取引（為替予 取引（為替予
約取引） 約取引）

　　ヘッジ対象･･･外貨建予定取 　ヘッジ対象･･･外貨建予定取
引、外貨建債 引、外貨建債
務 務

　至　平成18年９月30日） 　至　平成18年３月31日）

同左 同左

同左

同左

同左

項目
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

（自　平成17年４月１日　 （自　平成18年４月１日　 （自　平成17年４月１日　
　至　平成17年９月30日）
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ハ　ヘッジ方針 ハ　ヘッジ方針 ハ　ヘッジ方針
　　外貨建取引に係る為替変動リ
　スクをヘッジすることを目的と
　して為替予約取引を行っており
　ます。
ニ　ヘッジ有効性評価の方法 ニ　ヘッジ有効性評価の方法 ニ　ヘッジ有効性評価の方法
　　ヘッジ手段及びヘッジ対象に 　　ヘッジ手段及びヘッジ対象に
　ついて、中間連結会計期間末に 　ついて、連結会計年度末に個々
　個々の取引ごとのヘッジの有効 　の取引ごとのヘッジの有効性の
　性の評価をしておりますが、 　評価をしておりますが、ヘッジ
　ヘッジ対象になる外貨建取引と 　対象になる外貨建取引と為替予
　為替予約取引について、通貨、 　約取引について、通貨、金額、
　金額、期間等の条件が同一の場 　期間等の条件が同一の場合は、
　合は、ヘッジの有効性が極めて 　ヘッジの有効性が極めて高いこ
　高いことから評価を省略してお 　とから評価を省略しておりま
　ります。 　す。

 (6) その他中間連結財 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理
　 務諸表（連結財務諸 　消費税等の会計処理は、税抜方
　 表）作成のための重 式によっております。
　 要な事項 　 　 　

５．中間連結キャッシュ 　手許現金及び要求払預金のほ
　・フロー計算書（連結 か、取得日から３か月以内に満期
　キャッシュ・フロー計 の到来する流動性の高い、容易に
　算書）における資金の 換金可能であり、かつ、価値の変
　範囲） 動について僅少なリスクしか負わ

ない短期投資を計上しておりま
す。

　　中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

（固定資産の減損に係る会計基準） （固定資産の減損に係る会計基準）
　当中間連結会計期間から固定資産の減損 　当連結会計年度から固定資産の減損に係
に係る会計基準（「固定資産の減損に係る る会計基準（「固定資産の減損に係る会計
会計基準の設定に関する意見書」（企業会 基準の設定に関する意見書」（企業会計審
計審議会　平成14年８月９日））及び「固 議会　平成14年８月９日））及び「固定資
定資産の減損に係る会計基準の適用指針」 産の減損に係る会計基準の適用指針」(企
（企業会計基準適用指針第６号　平成15年 業会計基準適用指針第６号　平成15年10月
10月31日）を適用しております。 31日）を適用しております。
　これによる損益に与える影響はありませ 　これによる損益に与える影響はありませ
ん。 ん。

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する
会計基準)
　当中間連結会計期間から「貸借対照表の
純資産の部の表示に関する会計基準」（企
業会計基準第５号　平成17年12月９日）及
び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す
る会計基準等の適用指針」（企業会計基準
適用指針第８号　平成17年12月９日）を適
用しております。
　これまでの資本の部の合計に相当する金
額は、13,317,451千円であります。
　なお、当中間連結会計期間における中間
連結貸借対照表の純資産の部については、
中間連結財務諸表規則の改正に伴い、改正
後の中間連結財務諸表規則により作成して
おります。

（自　平成17年４月１日　 （自　平成18年４月１日　 （自　平成17年４月１日　
　至　平成17年９月30日） 　至　平成18年９月30日） 　至　平成18年３月31日）

同左 同左

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

同左 同左

同左

同左 同左

項目
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

（自　平成17年４月１日　 （自　平成18年４月１日　 （自　平成17年４月１日　
　至　平成17年９月30日） 　至　平成18年９月30日） 　至　平成18年３月31日）
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　　表示方法の変更

（中間連結貸借対照表）
　前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」として掲記
されていたものは、当中間連結会計期間から「負ののれん」と
表示しております。

（中間連結損益計算書） （中間連結損益計算書）
　「売上割引」は、前中間連結会計期間において営業外費用の 　１．前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却額」
「その他」に含めて表示しておりましたが、営業外費用の総額 　　として掲記されていたものは、当中間連結会計期間から
の100分の10を超えたため、当中間連結会計期間から区分掲記し 　　「負ののれん償却額」と表示しております。
ております。 　２．「クレーム補償金」は、前中間連結会計期間において営
　なお、前中間連結会計期間の「売上割引」は、662千円であり 　　業外収益の「その他」に含めて表示しておりましたが、営
ます。 　　業外収益の総額の100分の10を超えたため、当中間連結会

　　計期間から区分掲記しております。
　　なお、前中間連結会計期間の「クレーム補償金」は、590千
　　であります。

（中間連結キャッシュフロー計算書）
　前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却額」とし
て掲記されていたものは、当中間連結会計期間から「負ののれ
ん償却額」と表示しております。

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日　 （自　平成18年４月１日　
　至　平成17年９月30日） 　至　平成18年９月30日）
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　　注記事項
　　（中間連結貸借対照表関係） 

※１  有形固定資産の減価償却累計額は、 ※１  有形固定資産の減価償却累計額は、 ※１  有形固定資産の減価償却累計額は、
    7,120,720千円であります。 　　7,469,726千円であります。     7,298,889千円であります。
※２  このうち担保に供している資産は、 ※２  このうち担保に供している資産は、 ※２  このうち担保に供している資産は、
    次のとおりであります。     次のとおりであります。     次のとおりであります。
      担保資産       担保資産       担保資産

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

建物及び構築物 建物及び構築物 建物及び構築物

土地 土地 土地

      対応する債務       対応する債務       対応する債務

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

短期借入金 短期借入金 短期借入金

※３ ※３　中間連結会計期間末日満期手形 ※３
　　　中間連結会計期間末日満期手形の会
　　計処理については、当中間連結会計期
　　間の末日は金融機関の休日でしたが、
　　満期日に決済が行われたものとして処
　　理しております。
　　　当中間連結会計期間末日満期手形の
　　金額は、次のとおりであります。
　　　受取手形
　　　支払手形
　　　流動負債その他
　　（設備関係支払手形）

  ４  当社においては、運転資金の効率的   ４  当社及び連結子会社（住倉鋼材株式   ４  当社及び連結子会社（住倉鋼材株式
    な調達を行うため、取引銀行４行と当     会社）においては、運転資金の効率的     会社）においては、運転資金の効率的
　　座貸越契約を締結しております。 　　な調達を行うため、取引銀行４行と当 　　な調達を行うため、取引銀行４行と当
      これらの契約に基づく当中間連結会 　　座貸越契約を締結しております。 　　座貸越契約を締結しております。
    計期間末の借入未実行残高は、次のと       これらの契約に基づく当中間連結会       これらの契約に基づく当連結会計年
    おりであります。     計期間末の借入未実行残高は、次のと     度末の借入未実行残高は、次のとおり
      当座貸越極度額     おりであります。     であります。
      借入実行残高       当座貸越極度額       当座貸越極度額
        差引額       借入実行残高       借入実行残高

        差引額         差引額

　　（中間連結損益計算書関係） 

※１  固定資産売却益の内訳は、次のとお ※１ ※１  固定資産売却益の内訳は、次のとお
    りであります。     りであります。
      土地      機械装置及び運搬具
        合計       土地

        合計
※２　固定資産除却損の内訳は、次のとお ※２　固定資産除却損の内訳は、次のとお ※２　固定資産除却損の内訳は、次のとお
    りであります。     りであります。     りであります。
      建物及び構築物       機械装置及び運搬具       建物及び構築物
      機械装置及び運搬具       有形固定資産その他      機械装置及び運搬具
      有形固定資産その他         合計       有形固定資産その他
        合計         合計
※３　当中間連結会計期間に係る納付税額 ※３ ※３
    及び法人税等調整額は、当連結会計年
    度において予定している利益処分によ
    る特別償却準備金の取崩しを前提とし
    て、当中間連結会計期間に係る金額を
    計上しております。

1,640,010合計

1,500,000

資産の種類

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末
（平成17年９月30日) （平成18年９月30日） （平成18年３月31日）

資産の種類 資産の種類

488,753 456,041 470,837

294,121 294,121 294,121

合計 764,958

内容 内容 内容

合計 782,875 合計 750,163

450,000 700,000

一年以内に返済予定
140,010

合計 450,000 合計 700,000

の長期借入金

485,734千円
621,023千円

19,080千円

3,000,000千円
3,600,000千円 3,400,000千円

800,000千円 1,100,000千円 1,400,000千円
2,200,000千円

2,500,000千円 2,000,000千円

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

1,572千円
1,073千円

902千円
4,433千円 4,433千円

5,335千円

4,433千円

1,572千円
1,392千円

1,156千円

132千円
2,777千円

98千円
145千円
3,109千円

1,255千円

　至  平成17年９月30日）
（自  平成17年４月１日　

至  平成18年３月31日）
（自  平成17年４月１日　

　至  平成18年９月30日）
（自  平成18年４月１日　
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　　（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

　　　当中間連結会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

　　　１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　発行済株式

　　普通株式

　　　　　合計

　自己株式

　　普通株式　（注）

　　　　　合計

　（注）　普通株式の自己株式の株式数の減少1,000株は、ストックオプションの権利行使によるものであります。

　　　２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　　　　該当事項はありません。

　　　３．配当に関する事項

　　　　(1) 配当金支払額

　　　　(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

　　前連結会計年度末 　 当中間連結会計期間 　 当中間連結会計期間 　 当中間連結会計期間
　　株式数(株) 　 増加株式数(株) 　 減少株式数(株) 　 末株式数(株)

6,400,000 － － 6,400,000

6,400,000 － － 6,400,000

113,650 － 1,000 112,650

113,650 － 1,000 112,650

　決議 株式の種類
配当金の総額

１株当たり
基準日 効力発生日配当額

（千円）
（円）

　普通株式 110,011 17.50 　平成18年３月31日 　平成18年６月30日

　決議 株式の種類
配当金の総額

配当の原資
１株当たり

基準日 効力発生日配当額
（千円）

　平成18年９月30日 　平成18年12月５日

（円）

普通株式 94,310 利益剰余金 15.00

平成18年６月29日
定時株主総会

平成18年11月16日
取締役会
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　　（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

※  現金及び現金同等物の中間期末残高と ※  現金及び現金同等物の中間期末残高と ※  現金及び現金同等物の期末残高と連結
  中間連結貸借対照表に掲記されている科   中間連結貸借対照表に掲記されている科   貸借対照表に掲記されている科目の金額
  目の金額との関係   目の金額との関係   との関係
              （平成17年９月30日現在）               （平成18年９月30日現在）              （平成18年３月31日現在）

  現金及び預金勘定   現金及び預金勘定   現金及び預金勘定

  現金及び現金同等   現金及び現金同等  現金及び現金同等
  物の中間期末残高   物の中間期末残高  物の期末残高

　　（有価証券関係）
　　　前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在）
　　  その他有価証券で時価のあるもの

　株式

　債券

　その他

　　　当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在）
　　  その他有価証券で時価のあるもの

　株式

　債券

　その他

　　　前連結会計年度末（平成18年３月31日現在）
　　  その他有価証券で時価のあるもの

　株式

　債券

　その他

　　（デリバティブ取引関係）
  　　前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在）
 　　 当社のデリバティブ取引は、すべてヘッジ会計が適用されているため、記載は省略しております。

  　　当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在）
  　　当社のデリバティブ取引は、すべてヘッジ会計が適用されているため、記載は省略しております。

  　　前連結会計年度末（平成18年３月31日現在）
　　  当社のデリバティブ取引は、すべてヘッジ会計が適用されているため、記載は省略しております。

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度
（自  平成17年４月１日　 （自  平成18年４月１日　 （自  平成17年４月１日　
　至  平成17年９月30日） 　至  平成18年９月30日） 　至  平成18年３月31日）

779,626千円 768,690千円 759,193千円

779,626千円 768,690千円 759,193千円

取得原価（千円）
中間連結貸借対照表計上額

差額（千円）
（千円）

168,247 450,189 281,942

－ － －

133,724 229,411 95,687

合計 301,971 679,600 377,629

取得原価（千円）
中間連結貸借対照表計上額

差額（千円）
（千円）

170,677 479,350 308,672

－ － －

132,394 257,447 125,053

合計 303,071 736,797 433,725

取得原価（千円）
連結貸借対照表計上額

差額（千円）
（千円）

169,458 521,349 351,890

－ － －

132,974 284,935 151,961

合計 302,432 806,284 503,851

―１８―



　　（セグメント情報）

　　　【事業の種類別セグメント情報】

　　　　前中間連結会計期間（自平成17年４月１日　至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１日　至平成18

　　　年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日　至平成18年３月31日）において、当連結グループは建材製品の専門

　　　メーカーとして、土木建築用溶接金網、コンクリート製品用溶接金網、特殊溶接金網及びその他建築材等の製造、販売並びに

  　　他社商品の仕入、販売を営んでおり、単一セグメントであるため、該当事項はありません。

　　　【所在地別セグメント情報】

　　　　前中間連結会計期間（自平成17年４月１日  至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１日  至平成18

　　　年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日  至平成18年３月31日）において、本邦以外の国又は地域に所在する

　　　連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　　　【海外売上高】

　　　　前中間連結会計期間（自平成17年４月１日  至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１日  至平成18

  　　年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日  至平成18年３月31日）において、海外売上高がないため、該当事項

　　　はありません。

―１９―



　　（１株当たり情報） 

  １株当たり純資産額   １株当たり純資産額   １株当たり純資産額

  １株当たり中間純利益   １株当たり中間純利益   １株当たり当期純利益
  金額   金額   金額

  潜在株式調整後１株当   潜在株式調整後１株当   潜在株式調整後１株当
  たり中間純利益金額   たり中間純利益金額   たり当期純利益金額

　（追加情報）

　「１株当たり当期純利益に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

４号）が平成18年１月31日付で改正された

ことに伴い、当中間連結会計期間から繰延

ヘッジ損益（税効果調整後）の金額を普通

株式に係る中間期末の純資産額に含めてお

ります。

　なお、前中間連結会計期間に係る中間連

結財務諸表において採用していた方法によ

り算定した当中間連結会計期間の１株当た

り純資産額は、2,118.13円であります。

　（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

純資産の部の合計額

普通株式に係る中間期末（期
末）の純資産額

１株当たり純資産額の算定に用
いられた中間期末（期末）の普
通株式の数

　　　　２．１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、次のと

　　　　　おりであります。

１株当たり中間（当期）純利益金額

  中間（当期）純利益

  普通株主に帰属しない金額

  （うち利益処分による取締役
  賞与金の額）

  普通株式に係る中間（当期）
  純利益

  普通株式の期中平均株式数

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益金額

  中間（当期）純利益調整額

  普通株式増加数

  （うち自己株式取得方式によ
  るストックオプション）

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間（当期）純利益
の算定に含まれなかった潜在株式の概
要

　　（重要な後発事象）
 　　 該当事項はありません。

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度
（自  平成17年４月１日　 （自  平成18年４月１日　  （自  平成17年４月１日　
　至  平成17年９月30日） 　至  平成18年９月30日） 　 至  平成18年３月31日）

1,954.75円 2,118.26円 2,049.59円

118.20円 92.90円 220.03円

117.61円 92.90円 219.31円

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度
（自  平成17年４月１日　 （自  平成18年４月１日　 （自  平成17年４月１日
　至  平成17年９月30日） 　至  平成18年９月30日） 　　至  平成18年３月31日）

千円 － 13,318,221 －

千円 － 13,318,221 －

株 － 6,287,350 －

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度
（自  平成17年４月１日　 （自  平成18年４月１日　 （自  平成17年４月１日
　至  平成17年９月30日） 　至  平成18年９月30日） 　　至  平成18年３月31日）

千円 737,955 584,094 1,407,194

千円 － － 30,000

千円 （－） （－） (30,000)

千円 737,955 584,094 1,377,194

株 6,243,275 6,287,252 6,259,126

千円 － － －

株 31,107 82 20,405

株 (31,107) (82) (20,405)

―２０―



５．生産、受注及び販売の状況

 (1)  生産実績

      当社グループの事業区分は単一セグメントであるため、当中間連結会計期間の生産実績を品目区分別に示すと、次のとおりであ

    ります。

土木建築用溶接金網

コンクリート製品用溶接金網 1.5 1.5 1.7

特殊溶接金網 21.4 18.7 20.1

その他 1.9 2.5

(注)  １．金額は製造原価によっております。

      ２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 (2)  商品仕入実績

      当社グループの事業区分は単一セグメントであるため、当中間連結会計期間の商品仕入実績を品目区分別に示すと、次のとおり

    であります。

土木建築用溶接金網

コンクリート製品用溶接金網 13.2 9.9 15.1

特殊溶接金網 2.7 1.9 2.6

その他 31.6 22.6

(注)  １．金額は仕入価額によっております。

      ２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 (3)  受注状況

      当社グループは、見込生産を行っているため、該当事項はありません。

 (4)  販売実績

      当社グループの事業区分は単一セグメントであるため、当中間連結会計期間の販売実績を品目区分別に示すと、次のとおりであ

    ります。

土木建築用溶接金網

コンクリート製品用溶接金網 2.9 2.4

特殊溶接金網 17.4 16.6 16.8

その他 3.6 3.4

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

品目

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度
  （自  平成17年４月１日  （自  平成18年４月１日  （自  平成17年４月１日
    至  平成17年９月30日）     至  平成18年９月30日）     至  平成18年３月31日）

 金額（千円）
構成比

 金額（千円）
構成比

 金額（千円）
構成比

（％） （％） （％）

8,510,071 76.2

86,449 88,113 193,632

4,190,028 75.2 4,506,920 77.3

1,189,903 1,086,559 2,247,593

105,375 145,821 223,356

合計 5,571,755 100.0 5,827,414 100.0 11,174,653 100.0

品目

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度
  （自  平成17年４月１日  （自  平成18年４月１日  （自  平成17年４月１日
    至  平成17年９月30日）     至  平成18年９月30日）     至  平成18年３月31日）

 金額（千円）
構成比

 金額（千円）
構成比

 金額（千円）
構成比

（％） （％） （％）

370,809 52.5 488,271 65.6 776,804 54.5

92,938 73,820 214,639

19,006 14,094 36,650

222,901 168,199 395,544 27.8

合計 705,656 100.0 744,386 100.0 1,423,639 100.0

品目

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度
  （自  平成17年４月１日  （自  平成18年４月１日  （自  平成17年４月１日
    至  平成17年９月30日）     至  平成18年９月30日）     至  平成18年３月31日）

 金額（千円）
構成比

 金額（千円）
構成比

 金額（千円）
構成比

（％） （％） （％）

6,373,051 76.1 6,756,410 77.6 12,870,058 76.5

238,295 213,370 533,875 3.2

1,442,584 2,824,355

305,039 297,351 587,675

2.0

3.5

合計 8,376,370 100.0 8,709,718 100.0 16,815,965 100.0

1,459,985

―２１―
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